認可外保育施設設置届出対象外施設申出書

令和　　年　　月　　日

堺市長　　　殿

住所(所在地)

氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　 
(代表者氏名)　　　　　　　　　　

電話番号

児童福祉法施行規則第４９条の２の規定に基づき、下記理由により認可外保育施設設置届出対象外施設であることを申し出いたします。( 該当するものに○をつけて下さい。)

記

１　厚生労働大臣が定める組合がその構成員の乳幼児を保育するために設置する施設又は保育を委託する施設であって、当該組合の構成員の乳幼児のみの保育を行う施設
２　店舗その他の事業所において商品の販売又は役務の提供を行う事業者が商品の販売又は役務の提供を行う間に限り、その顧客の乳幼児を保育するために自ら設置する施設又は当該事業者からの委託を受けて当該顧客の乳幼児のみを保育する施設（例：デパート、自動車教習所や歯科診療所等に付置された施設。これらの施設であっても、利用者が顧客であるか、また当該施設の利用が役務の提供を受ける間の利用であるかが明らかでない場合は、届出対象となる。）
３　親族間のみの預かり合い（利用者が四親等内の親族を対象。）
４　親族又はこれに準ずる密接な人的関係を有する者の乳幼児のみの預かり
５　一時預かり事業を行う施設であって、当該事業の対象となる乳幼児のみの保育を行う施設
６　病児保育事業を行う施設であって、当該事業の対象となる乳幼児の保育のみを行う施設
７　半年を限度として臨時に設置される施設
８　学校教育法（昭和22年3月31日法律第26号）に規定する幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置している施設（同一敷地内等）
添付書類

約款その他、届出対象外施設であることが明らかにできる書類。

